2016年8月8日～9日　世論調査（朝日、産経、NHK）、天皇発言
内閣改造「評価する」３７％　朝日新聞８月世論調査
朝日新聞デジタル2016年8月8日23時03分

内閣改造への評価など
　朝日新聞社が６、７日に実施した全国世論調査（電話）で、安倍晋三首相が３日に行った内閣改造を全体として評価するかどうか聞いたところ、「評価する」は３７％、「評価しない」は３４％と見方が割れた。今回の内閣改造で、正社員と非正規社員の賃金格差是正などをめざす「働き方改革担当大臣」を新設した取り組みに「期待する」は５９％で、「期待しない」の３３％を上回った。
　内閣支持率は４８％（前回７月１１、１２日調査では４５％）、不支持率は２９％（同３５％）だった。
　安倍政権がまとめた２８兆円規模の経済対策については、「評価する」４０％、「評価しない」３６％と評価は二分した。
世論調査―質問と回答〈８月６、７日実施〉
朝日新聞デジタル2016年8月8日23時02分
　（数字は％。小数点以下は四捨五入。質問文と回答は一部省略。◆は全員への質問。◇は枝分かれ質問で該当する回答者の中での比率。〈　〉内の数字は全体に対する比率。丸カッコ内の数字は、７月１１、１２日の調査結果）
◆安倍内閣を支持しますか。支持しませんか。
　支持する４８（４５）
　支持しない２９（３５）
◇（「支持する」と答えた４８％の人に）それはどうしてですか。（選択肢から一つ選ぶ＝択一）
　首相が安倍さん９〈４〉
　自民党中心の内閣１５〈７〉
　政策の面２６〈１２〉
　他よりよさそう４８〈２３〉
◇（「支持しない」と答えた２９％の人に）それはどうしてですか。（択一）
　首相が安倍さん７〈２〉
　自民党中心の内閣２８〈８〉
　政策の面５２〈１５〉
　他のほうがよさそう８〈２〉
◆今、どの政党を支持していますか。政党名でお答えください。
　自民３８（３８）▽民進８（１１）▽公明４（４）▽共産３（５）▽おおさか維新２（３）▽社民０（１）▽生活０（０）▽日本のこころ０（０）▽その他の政党０（０）▽支持する政党はない３５（１７）▽答えない・分からない１０（２１）
◆安倍首相は３日に内閣を改造し、菅官房長官や麻生財務大臣など主な閣僚を留任させ、稲田朋美さんを防衛大臣に起用しました。安倍首相の今回の人事を全体として評価しますか。評価しませんか。
　評価する３７
　評価しない３４
◆安倍首相は今回の内閣改造で、正社員と非正規社員の賃金の格差をなくすことなどを目指す「働き方改革担当大臣」を新たにつくりました。こうした取り組みに期待しますか。期待しませんか。
　期待する５９
　期待しない３３
◆安倍首相の自民党総裁としての任期は、自民党の決まりで２年後の２０１８年の秋までです。この任期を延長したほうがよいと思いますか。しないほうがよいと思いますか。
　延長したほうがよい２９
　しないほうがよい４８
◆安倍首相の経済政策で、日本経済が成長することを期待できると思いますか。期待できないと思いますか。
　期待できる３８
　期待できない４３
◆安倍政権は今回、公共事業などを柱にした２８兆円規模の経済対策を実施することを決めました。この経済対策を評価しますか。評価しませんか。
　評価する４０
　評価しない３６
◆国民年金や厚生年金などの公的年金についてうかがいます。公的年金の制度を将来にわたって維持できるかどうかについて、どの程度不安を感じますか。（択一）
　大いに感じる４３
　ある程度感じる３７
　あまり感じない１３
　まったく感じない５
◆公的年金の積立金は、株式や債券などで運用されています。安倍政権のもとでは、株式で運用する割合を増やしました。株式で運用する割合を増やしたことは適切だと思いますか。適切ではないと思いますか。
　適切だ２６
　適切ではない４４
◆東京都知事になった小池百合子さんは、２０２０年の東京オリンピック・パラリンピックの開催費用が膨らんでいることについて、詳しく検証する考えを示しています。小池知事のこの方針に、期待しますか。期待しませんか。
　期待する８２
　期待しない１１
◆先日行われた参議院選挙と東京都知事選挙では、民進党や共産党など野党同士が協力して統一候補を立てました。次の衆議院選挙でも、野党は統一候補を立てたほうがよいと思いますか。そうは思いませんか。
　統一候補を立てたほうがよい３７
　そうは思わない４３
◆皇室に関する今の法律では、生前に天皇の位を譲る「生前退位」についての決まりがありません。「生前退位」をできるようにすることに、賛成ですか。反対ですか。
　賛成８４
　反対５
◆憲法で定められている天皇の国事行為を全面的に代行する摂政という役職があります。この役職は、天皇に重大な事故があった場合などにおくことができます。今の天皇陛下のご負担を軽減するために、摂政をおくことを認めてよいと思いますか。そうは思いませんか。
　認めてよい７３
　そうは思わない１５
　　　　　◇
　〈調査方法〉　６、７の両日、コンピューターで無作為に作成した固定電話と携帯電話の番号に調査員が電話をかけるＲＤＤ方式で、全国の有権者を対象に調査した（固定は福島県の一部を除く）。固定は、有権者がいる世帯と判明した番号は１８６３件、有効回答１００９人。回答率５４％。携帯は、有権者につながった番号は２１２７件、有効回答１０３７人。回答率４９％。
産経新聞2016.8.8 22:28更新 
【産経・ＦＮＮ世論調査】天皇陛下の「生前退位」へ「憲法改正してもいい」８４％　「政府
　産経新聞社とＦＮＮ（フジニュースネットワーク）が６、７両日に実施した合同世論調査によると、天皇陛下が生前に皇太子さまに皇位を譲る「生前退位」について「生前退位が可能になるよう憲法を改正してもいい」とする回答が８４・７％に達し、「改正してもいいとは思わない」の１１・０％を大きく上回った。
　また、生前退位に関して政府がどのように対応すべきかを聞いたところ、「生前退位が可能になるように制度改正を急ぐべきだ」と答えた人が７０・７％を占めた。「慎重に対応すべきだ」は２７・０％だった。
　生前退位を可能にする憲法改正の容認論は男性（８１・４％）よりも女性（８７・８％）に多い。特に３０代女性は９４・６％が「改正してもいい」と答え、４０代（９０・６％）と５０代（９０・３％）も容認論が９割を超えた。慎重論は５０代男性（１６・７％）と６０歳以上の男性（１６・１％）に多かった。
　制度改正に関しても、男性（６６・３％）より女性（７４・８％）に容認論が多く、３０代女性（８２・４％）と５０代女性（８０・６％）は８割を超えていた。慎重論は若者層に多く、特に１０～２０代は男性（４３・８％）、女性（３９・１％）だった。
産経新聞2016.8.8 17:48更新 
【産経・ＦＮＮ世論調査】最も期待できる閣僚は稲田朋美防衛相の１０・１％　ただし「期待できる閣僚はいない」が３１％
　産経新聞社とＦＮＮの合同世論調査（６、７両日実施）では、第３次安倍晋三再改造内閣で活躍を期待できる閣僚を１人挙げてもらった。トップは稲田朋美防衛相で、１０・１％が「期待できる」と回答。岸田文雄外相（６・１％）、麻生太郎副総理兼財務相（５・８％）、丸川珠代五輪相（４・５％）、菅義偉官房長官（３・４％）が続いた。
　世代と男女別でみると、稲田氏は３０代の男性（１５・６％）、岸田氏は６０代以上の男性（１２・６％）の期待が高く、麻生氏は４０代の男性（１４・８％）で多くの期待を集めていた。丸川氏は男性より女性から期待されており、特に３０代女性は１０・８％にのぼった。
　ただ、最も多かったのは「期待する閣僚はいない」で３１・４％。再改造内閣の印象は「変わり映えしない」（２９・０％）や「すぐに交代しそうな閣僚がいる」（１３・４％）などの厳しいものが多く、「仕事ができそう」（３・２％）、「フレッシュ」（３・３％）といった前向きな受け止めは少なかった。
産経新聞2016.8.8 17:40更新 
【産経・ＦＮＮ世論調査】安倍晋三首相「できるだけ長く続けて」「しばらくの間」で計７６％　自民党支持層では「長く」が３６％　「安倍１強」反映か
　産経新聞社とＦＮＮの合同世論調査（６、７両日実施）で、「安倍晋三首相に今後、どれぐらいの間、首相を続けてほしいか」を尋ねたところ、「できるだけ長く続けてほしい」が２１・４％に達した。「しばらくの間は続けてほしい」は５４・７％で、２つあわせた合計は７６・１％に達し、多くの人が安倍首相の続投を望んでいる実態が浮き彫りになった。「できるだけ早く退任してほしい」は２１・５％だった。
　自民党支持層に限ってみると、「できるだけ長く」は３６・１％、「しばらくの間」は６０・９％に達した。「早く退任」は２・０％だった。首相の自民党総裁としての任期延長論が党内で浮上する中、当面は「ポスト安倍」の適任者が見当たらないとの現状を反映したとみられる。
　安倍内閣の支持層では、「できるだけ長く」が３２・３％、「しばらくの間」は６４・６％だった。一方、安倍内閣の不支持層でも「しばらくの間」は３７・８％に上った。不支持層の「できるだけ長く」は４・５％、「早く退任」は５５・６％だった。
産経新聞2016.8.8 16:59更新 
【産経・ＦＮＮ世論調査】自民党支持層、小池百合子都知事就任「良かった」が平均以上の８３％　“敵”のはずが高い支持
　産経新聞社とＦＮＮの合同世論調査（６、７両日実施）では、東京都の小池百合子知事の就任を「良かった」と回答した人が自民党支持層で８３．０％に上り、全体の「良かった」の７８．８％をも上回った。自民党は都知事選で増田寛也元総務相を推薦し、小池氏との間で分裂選挙となったが、同党の支持層では、敵対したはずの小池氏への期待が高いことがうかがえる。
　自民党とともに都知事選で増田氏を推薦した公明党の支持層でも、小池氏の就任について「良かった」との回答は７１．４％に達した。主要政党で最も高かったのは、都知事選で野党統一候補を擁立して小池氏と争った民進党の支持層で、８３．８％だった。おおさか維新の会支持層は７３．３％、共産党支持層でも５３．７％だった。無党派層は７７．３％だった。
　公明党の山口那津男代表は８日、党本部を表敬訪問した小池氏と面会し、国と東京都が連携して都政を前に進めることを確認した。山口氏は「都政のニーズをしっかりとらえ、頑張っていただきたい」とエールを送り、“和解”を演出した。
産経新聞2016.8.8 16:56更新 
【産経・ＦＮＮ世論調査】民進党代表選　次の顔は蓮舫氏ダントツ３２％
　産経新聞社とＦＮＮ（フジニュースネットワーク）が６、７両日に実施した　合同世論調査では、民進党代表選（９月１５日投開票）をめぐり、「新代表に最もふさわしい議員」として蓮舫代表代行を求める人が３２．２％で最多となり、２位の前原誠司元外相（７．５％）以下を大きく上回った。
　出馬が取り沙汰される候補では、細野豪志元環境相が６．９％、長妻昭代表代行が３．３％、玉木雄一郎国対副委員長は１．４％。次の代表選に出馬しない岡田克也代表が４．３％、枝野幸男幹事長に新代表を期待する人も６．８％あった。
　ただ、「関心がない・誰でもいい」という意見が３１．４％もあり、代表選が盛り上がりに欠けている面もうかがえる。
産経新聞2016.8.8 12:15更新 
【産経・ＦＮＮ世論調査】内閣支持率５５・４％↑　安倍首相「続投望む」７割超　民進党代表選「関心ない」３割超
　産経新聞社とＦＮＮ（フジニュースネットワーク）は６、７両日に合同世論調査を実施した。安倍晋三内閣の支持率は５５・４％となり、前回調査（７月１６、１７両日）から５・６ポイント上昇、３カ月ぶりに５割を超えた。不支持率は６・０ポイント減の３３・１％だった。
　安倍首相に今後、どのぐらい首相を続けてほしいかについては「できるだけ長く」（２１・４％）と「しばらくの間」（５４・７％）が７割以上を占め、「できるだけ早く退任」（２１・５％）を大きく上回った。
　政党支持率は、自民党が３９・９％で前回より４・６ポイント上昇。民進党は３・５ポイント減の９・９％、公明党は０・５ポイント減の４・９％、共産党は１・０ポイント減の４・１％、おおさか維新の会は２・４ポイント減の４・５％と、それぞれ支持率を落とした。
　８月３日に発足した第３次安倍再改造内閣については「評価する」が４０・４％にとどまり、４２・１％が「評価しない」と回答した。稲田朋美氏の防衛相起用は「評価する」が３１・７％、「評価しない」が４９・８％で否定的な見方が多かった。
　ところが、安倍再改造内閣でもっとも活躍を期待できる閣僚を尋ねたところ、稲田氏が１０・１％でトップとなり、岸田文雄外相（６・１％）、麻生太郎副総理兼財務相（５・８％）、丸川珠代五輪相（４・５％）、菅義偉官房長官（３・４％）、世耕弘成経済産業相（１・１％）と続いた。
　９月に代表選を控える民進党の代表にふさわしい人物は、立候補を表明している蓮舫代表代行が３２・２％で２位の前原誠司元外相（７・５％）を大きくリードしたが、３１・４％が「関心がない・誰でもいい」と答えた。
　小池百合子元防衛相が東京都知事に就任したことについては、７８・３％が評価し、６８・５％が都政の刷新を「期待できる」と回答した。
安倍内閣 「支持する」５３％ 「 支持しない」３２％
ＮＨＫ8月8日 19時00分
ＮＨＫの世論調査によりますと、安倍内閣を「支持する」と答えた人は、先月行った調査より５ポイント上がって５３％、「支持しない」と答えた人は、４ポイント下がって３２％でした。
ＮＨＫは、今月５日から３日間、全国の１８歳以上の男女を対象にコンピューターで無作為に発生させた番号に電話をかける「ＲＤＤ」という方法で世論調査を行いました。調査の対象となったのは１５７７人で、６２％に当たる９８０人から回答を得ました。
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それによりますと、安倍内閣を「支持する」と答えた人は、先月行った調査より５ポイント上がって５３％でした。一方、「支持しない」と答えた人は、４ポイント下がって３２％でした。
支持する理由では、「ほかの内閣よりよさそうだから」が４１％、「実行力があるから」が１９％、「支持する政党の内閣だから」が１５％だったのに対し、支持しない理由では、「政策に期待が持てないから」が４３％、「人柄が信頼できないから」が１７％、「支持する政党の内閣でないから」が１４％となっています。
安倍総理大臣が今月３日に行った内閣改造と自民党の役員人事を、全体として評価するか聞いたところ、「大いに評価する」が５％、「ある程度評価する」が４３％、「あまり評価しない」が３３％、「全く評価しない」が１０％でした。
安倍総理大臣が自民党の役員人事で、幹事長に二階俊博氏を起用したことを評価するか聞いたところ、「大いに評価する」が５％、「ある程度評価する」が３７％、「あまり評価しない」が３１％、「全く評価しない」が１２％でした。
安倍総理大臣が内閣改造で、防衛大臣に自民党の稲田朋美氏を起用したことを評価するか聞いたところ、「大いに評価する」が８％、「ある程度評価する」が２７％、「あまり評価しない」が３０％、「全く評価しない」が２４％でした。
自民党の二階幹事長が、再来年９月までとなっている安倍総理大臣の党総裁としての任期延長について、年内をめどに結論を得たいという考えを示していることに関連して、任期延長が望ましいと思うか聞いたところ、「望ましい」が２２％、「望ましくない」が３１％、「どちらとも言えない」が４２％でした。
安倍総理大臣が、一億総活躍社会の実現に向けて、働き方改革の新たな会議を設置し、年度内に具体的な実行計画をまとめる考えを示したことについて、期待するか聞いたところ、「大いに期待している」が１１％、「ある程度期待している」が３４％、「あまり期待していない」が３４％、「全く期待していない」が１５％でした。
政府が、未来への投資を加速させるとして、リニア中央新幹線の全線開業前倒しなどを盛り込んで新たに決定した、事業規模が２８兆円余りの経済対策について、評価しているか聞いたところ、「大いに評価している」が８％、「ある程度評価している」が３１％、「あまり評価していない」が３５％、「全く評価していない」が１７％でした。
先の参議院選挙や東京都知事選挙では、民進・共産・生活・社民の野党４党が連携して選挙に臨みましたが、この４党の連携を今後も続けたほうがよいと思うか聞いたところ、「今後も続けたほうがよい」が１９％、「今後は続けないほうがよい」が３１％、「どちらとも言えない」が４２％でした。
ＮＨＫ世論調査 小池都知事に「期待」７０％余
ＮＨＫ8月9日 4時55分
ＮＨＫの世論調査で、先月３１日に行われた東京都知事選挙で初当選した小池百合子氏に期待しているか聞いたところ、「期待している」と答えた人が７０％余りだったのに対し、「期待していない」と答えた人はおよそ２０％でした。
ＮＨＫは今月５日から３日間、全国の１８歳以上の男女を対象に、コンピューターで無作為に発生させた番号に電話をかける「ＲＤＤ」という方法で世論調査を行い、調査対象の６２％に当たる９８０人から回答を得ました。
この中で、先月３１日に行われた東京都知事選挙で初当選した小池百合子氏に期待しているか聞いたところ、「大いに期待している」が３２％、「ある程度期待している」が４３％で、合わせて７０％余りでした。
これに対し、「あまり期待していない」が１３％、「まったく期待してない」が５％で、合わせておよそ２０％でした。
また、公的年金の積立金を運用している独立行政法人が昨年度の運用実績について５兆３０００億円余りの赤字になったと発表したことに関連して、株式の比率を高めた今の運用の在り方に不安を感じているか聞いたところ、「大いに感じている」が４５％、「ある程度感じている」が２８％で、合わせて７０％余りでした。
これに対し、「あまり感じていない」が１４％、「まったく感じていない」が６％で、合わせて２０％でした。
一方、今の憲法を改正する必要があると思うか聞いたところ、「改正する必要がある」が３０％、「改正する必要はない」が３２％、「どちらとも言えない」が３２％でした。
また、現在、運転を停止している原子力発電所の運転を再開することについては、「賛成」が１７％、「反対」が４６％、「どちらとも言えない」が３０％でした。
ＮＨＫ世論調査 各党の支持率
ＮＨＫ8月8日 19時31分
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ＮＨＫの世論調査によりますと、各党の支持率は、自民党が３８．５％、民進党が９％、公明党が３．６％、共産党が３．７％、おおさか維新の会が２．２％、生活の党が０．２％、社民党が０．３％、日本のこころを大切にする党が０．２％、「特に支持している政党はない」が３６．５％でした。
しんぶん赤旗2016年8月9日(火)

改憲めぐり連携深める　自民・おおさか維新

　安倍首相がねらう改憲をめぐって、おおさか維新の会との連携をめざす危険な動きが浮上しています。

　おおさか維新の会の松井一郎代表（大阪府知事）、馬場伸幸幹事長、橋下徹法律政策顧問（前大阪市長）が７月３０日に都内で安倍晋三首相と会談した際、安倍首相の側が秋以降の憲法審査会で「真剣にまじめな議論をスタートさせたい」と表明し、おおさか維新側も「まじめに議論をやります」と応じました。

　政府関係者の一人は「維新の側は改憲で自民党との連立を考えている。参院選挙で（元みんなの党の）渡辺喜美を維新に入れて議員に戻した背景には、安倍首相の意向が働いている。自民党側の事情を考えれば簡単ではないが、入閣するなら渡辺の公算が高い」と述べます。第１次安倍政権（２００６～０７年）が倒れた後も安倍首相を支援した渡辺氏の“復権”に、首相が熱心だといいます。

　自民党関係者の一人は「維新の松井は（連立へ）ずっとラブコールを送ってきている。維新は『首から下』は自民党だ。松井代表、参院選で当選した浅田政調会長、片山虎之助氏ら幹部はすべてもともと自民党だ。連立に違和感はない」と語ります。

　さらに、この関係者は「改憲をテーブルに乗せるときには、９条改正に乗り気ではない公明党への揺さぶりの材料となる。発議から国民投票への基盤固めに、維新との連立カードは意味がある。当面は野党の分断、民進党の改憲論議への参加を引き出すうえでも維新の動きに期待がある」と述べます。

　これを裏付けるかのように、８月１日夜放送のテレビ朝日の橋下氏レギュラー番組で、緊急出演した蓮舫・民進党代表代行に橋下氏が「憲法の議論にこれから応じるのか」と繰り返し迫る場面がありました。

　蓮舫氏は「いろんな条件をクリアして、審査はするべきだ」とこたえ、自主憲法制定など安倍自民党が前提とする現行憲法否定の枠組みのもとで改憲論議を行うことは難しいとの岡田克也代表と同様の姿勢をにじませました。

　改憲論議の本格化を目指す安倍政権のもと、維新と政権・与党の連携は深まりを見せはじめています。

自民党の古賀誠・元幹事長、内閣改造を語る

読売新聞2016年08月08日 23時47分

　自民党の古賀誠・元幹事長は８日、ＢＳ日テレの「深層ＮＥＷＳ」に出演し、３日の内閣改造で留任した岸田外相や、安倍首相からの閣内残留の要請を固辞した石破茂・前地方創生相らについて語った。

　古賀氏は、「ポスト安倍」候補と目される岸田、石破両氏の次期総裁選への戦略について、「石破氏は一兵卒として求心力を高めようということだろう。岸田氏は外相として実績を積み上げて『ポスト安倍』に照準を合わせるやり方だ」と指摘。その上で、「どちらが良いという問題ではない。それぞれの戦略や個性の違いだ」と述べた。

しんぶん赤旗2016年8月9日(火)

安倍内閣　経済対策を口実に自衛隊増強　ＰＡＣ３ミサイル調達　Ｆ１５戦闘機近代化改修　赤嶺衆院議員への提出資料で判明

　安倍内閣が２日に閣議決定した２８兆円規模の経済対策の中で、防衛省がＰＡＣ３ミサイルや新型哨戒機Ｐ１といった兵器の調達、Ｆ１５戦闘機の近代化改修を計画していることが、日本共産党の赤嶺政賢衆院議員への提出資料からわかりました。

　２０１２年末の第２次安倍内閣発足以降、補正予算を使った兵器調達が常態化しており、参院選直後にあらゆる口実を使って自衛隊増強を進める姿勢が、改めて浮き彫りになりました。

　計画されているのは、新型哨戒機Ｐ１▽ＳＨ６０Ｋ哨戒ヘリコプター▽Ｃ２輸送機▽ＣＨ４７ヘリコプター▽ＰＡＣ３ミサイル―などの調達と、Ｆ１５戦闘機やＣＨ４７ヘリコプターの改修といった事業。防衛省所管部分の総額や、調達数量は現時点で示されていません。

　今回の経済対策では、「安全・安心を確保するため、自衛隊の運用態勢を強化すること等により、厳しさを増す安全保障環境に対処する」として、「安全・安心」の名で自衛隊増強を経済対策だと主張しています。安倍内閣はこれまでも「経済対策」との名目で補正予算を自衛隊増強だけでなく、米軍基地強化を進める再編経費などにも充ててきています。

鶴保沖縄担当相、翁長知事と初会談へ
鶴保庸介沖縄担当相は９日午前、沖縄県庁で翁長雄志知事と就任後初めて会談する。今月末に締め切られる２０１７年度予算概算要求をにらみ、県側が例年通り３０００億円台確保を目指す沖縄振興費の在り方を中心に話し合う。
　政府と県は米軍普天間飛行場（宜野湾市）の名護市辺野古移設をめぐる法廷闘争のさなかだが、鶴保氏は議題を振興策に絞り、県側との信頼醸成に努める意向だ。（時事通信2016/08/09-04:55）
二階氏、沖縄知事と会談へ
　自民党の二階俊博幹事長は８日の政府・与党連絡会議で、予算要望のため１０日に上京する翁長雄志沖縄県知事と会談し、米軍普天間飛行場（同県宜野湾市）の名護市辺野古移設などの懸案進展に向け、協力を求める考えを示した。
　席上、二階氏は「時間の許す限りお目にかかって意見を聞き、こちらからもお願いしたいことをまとめてお願いする」と述べた。これに対し、安倍晋三首相は「党の考え方を申し述べるとともに、よく話を承っていただきたい」と求めた。　（時事通信2016/08/08-14:55）
沖縄の抗議現場を視察＝安倍首相夫人
　安倍晋三首相夫人の昭恵さんは７日、自身のフェイスブックで、沖縄県東村を訪れ、日米両政府が進める米軍のヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）建設に抗議する市民らの座り込みの現場を視察したと明かした。昭恵さんは「世の中を愛と調和の世界にしていくための私なりの第一歩」と説明。首相にも事前には伝えなかったとし、「批判は覚悟の上」とも記した。　
　ヘリパッド建設は、東村と国頭村にまたがる米軍北部訓練場の約半分を返還する条件となっている。新型輸送機オスプレイの沖縄での運用強化につながるとして住民が反発している。（時事通信2016/08/08-00:18）
安倍首相夫人・昭恵さん「批判は覚悟の上」　沖縄・高江訪問で 

沖縄タイムス2016年8月8日 07:40

　東村高江周辺のヘリパッド建設予定地につながるＮ１裏テントを６日に訪れた安倍晋三首相の夫人、昭恵さんが７日、自身のフェイスブックを更新し、高江訪問に触れた。

　建設に反対する市民が座り込むテントを突然訪れたことに「批判は覚悟の上」とした上で、「対立、分離した世の中を愛と調和の世界にしていくための私なりの第一歩」と心境をつづった。



Ｎ１裏テントを訪れた安倍晋三首相夫人の昭恵さん（中央）＝６日午後７時、東村高江

　映画「標的の村」を見たという昭恵さんは「何が起きているのか、自分の目で確かめたい」との思いがあった一方、自身がテントに行けば混乱を招くとの迷いもあったことを吐露。

　「悩みながら周りの誰にも言わずに行った。夫にも言わずに」とつづり、安倍首相に相談することなくテントを訪れたことを明かした。

北部訓練場、テント撤去を警戒　集会に３００人、車中泊も

琉球新報2016年8月8日 05:01 
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東村と国頭村に広がる米軍北部訓練場への新たなヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）建設に反対し「ウィーシャルオーバーカム（勝利を我らに）」を熱唱する市民ら＝７日午後７時２０分、米軍北部訓練場通称「Ｎ１裏」
　【ヘリパッド取材班】米軍北部訓練場の新たなヘリコプター着陸帯（ヘリパッド）建設に反対する市民らは７日夜、通称「Ｎ１裏」のテントを警察や沖縄防衛局が撤去する動きを警戒し、同テント内で集会を開いた。５日に続いて２回目。県内外から約３００人が参加し、週明けの月曜日となる８日早朝からテントの撤去作業を開始する可能性を想定し、参加者の大半は車中やテント内に泊まり込む。
　集会にはヘリパッド建設を強行する政府に抗議する市民らが全国から駆け付けた。進行役を務めた沖縄平和運動センターの山城博治議長は「これからの攻防が最大の課題となる。これ以上、民主主義を破壊させない闘いを続けよう」と呼び掛けた。国会議員や県議らも参加した。
沖縄予算と米軍基地の「リンク論」は全国の納税者を愚弄するものだ

沖縄タイムス2016年8月8日 10:21
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渡辺 豪（わたなべ つよし）

フリージャーナリスト（元沖縄タイムス記者）

１９６８年兵庫県生まれ。関西大学工学部卒。９２年毎日新聞社入社。９８年沖縄タイムス社入社、２０１５年３月に退職。現在、東京都内在住。主な著書に『「アメとムチ」の構図』（沖縄タイムス）、『国策のまちおこし』（凱風社）、『私たちの教室からは米軍基地が見えます』（ボーダーインク）、「日本はなぜ米軍をもてなすのか」(旬報社)、共著に『この国はどこで間違えたのか～沖縄と福島から見えた日本～』（徳間書店）、「波よ鎮まれ～尖閣への視座～」（旬報社）、４月に「普天間・辺野古　歪められた二〇年」(集英社新書)を刊行。

　安倍政権は、沖縄振興と基地政策のリンクを公然と認める方針に転じた。「リンク論」をめぐっては、長年にわたる沖縄と政府の駆け引きの側面があるのは否めない。しかし、これは税金の使途にかかわる論点であり、国民がチェック機能を働かせなければいけない問題だ。安全保障政策の観点から捉えられがちな辺野古新基地建設問題を、「止められない公共事業」をめぐる「膨大な税金の無駄遣い」という視点でみることも必要な時期に来ているのではないか。

　「沖縄振興」とは一般に、沖縄振興特別措置法(沖振法)に基づく国庫予算を指す。
この予算は、他府県が各省庁に行う要求を、内閣府沖縄担当部局が一括して扱う。このため、沖縄県に対する国庫配分は「沖縄振興予算」と呼ばれるようになった。
こうした特別な仕組みと名称があるため、沖縄県は全国で突出した振興予算を国から得ているような印象をもたれているが、沖振法は他府県と比べて多額の予算配分を保障・規定するものではない。
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沖縄関係予算の推移（２０１６年５月２２日紙面「誤解だらけの沖縄基地（３１）国は沖縄に対して過度に優遇しているか？」から）

　沖振法(旧沖縄振興開発特別措置法)は、国が沖縄の「特殊事情」を考慮し、本土との格差是正や沖縄の自立的発展を目的に１９７２年の沖縄の日本復帰以降、１０年ごとに更新・継続してきた。

　「特殊事情」とは何か。沖縄戦の苛烈な戦禍と戦後２７年間にわたり米軍統治下に置かれた歴史的事情、離島県であるといった地理的事情、米軍施設・区域が集中している社会的事情などを織り込んでいる。

　端的に言えば、戦争で大きな犠牲を払い、戦後は２７年間の米軍統治を強いられた沖縄を振興するための国家予算だが、もはやこうした「償いの心」を共有している中央の政治家や官僚はほとんどいないのが実情だ。

　復帰から４０年以上がたち、道路などのインフラ整備は「本土並み」の水準に達し、沖縄振興は一定の成果を遂げたのも事実だ。にもかかわらず、政府が今なお沖縄独自の振興予算制度を確保しているのは、今後も沖縄に基地を押しとどめておきたい思惑が働いているためであり、「広義の基地対策費」である、と喝破する識者も少なくない。

　それでも今回、政府が「基地と沖縄振興のリンク」を公然と認めたことに沖縄で衝撃と反発が広がっているのは、沖縄振興制度の論拠の一つである「基地の過重負担」という沖縄の社会的事情は沖縄振興によって維持されている、という度し難い現実を政府の側が開き直って認めたと捉えられているからだ。

■■■

　実際はどうか。

　近年で「リンク」が顕著だったのは、民主党政権下で組まれた２０１２年度予算だ。１１年３月に起きた東日本大震災と東京電力福島第一原発事故により、被災地以外の地域で軒並み歳出削減が図られる中、沖縄振興予算は当初見込み２６００億円だったのが、土壇場で前年度比６３６億円増の２９３７億円まで増額された。中でも、沖縄県が強く望んだ一括交付金は前年度比５倍増の１５７５億円という「大盤振る舞い」だった。しかも、１２年度予算のうち７７３億円余は「首相特別枠」から捻出された、政治判断の色彩が極めて濃いものだった。

　この背景には、米軍普天間飛行場の返還に伴う名護市辺野古への新基地建設問題があった。当時の野田政権は、辺野古新基地建設の着工に向け、米国政府と約束を交わした「年内の環境影響評価(アセスメント)手続き完了」を果たすため、沖縄県の協力を取り付ける必要に迫られていた。予算の大盤振る舞いは、「県外移設」を公約に掲げていた当時の仲井真弘多知事が態度を軟化させることへの期待があったのは周知の事実である。

　全国的にも注目を集めたのは１４年度予算だ。１３年１２月、安倍晋三首相と会談した仲井真知事が、概算要求額を上回る３４６０億円(当初額)の１４年度予算と、２１年度までの８年間、毎年３千億円台の予算を確保する約束を取り付けた。この２日後、那覇市の知事公舎で会見した仲井真知事は、政府が申請した普天間移設に向けた辺野古埋め立てを許可したと発表する一方、安倍政権の沖縄振興策に対する賛辞を並べ立てた。会見で記者から「基地と振興策のリンク」を問われた仲井真知事はこれを否定したが、「基地と振興策のバーター」であることは誰の目にも明らかだった。

　留意したいのは、予算増額を求めたのは沖縄県側だが、予算の権限と責任は国が握っているということだ。言うまでもないが、基地政策と地域振興は別次元の問題だ。沖縄の過重な基地負担は沖振法に基づく振興予算の論拠の一つだが、基地政策とリンクさせるとはどこにも書かれていない。にもかかわらず、実質的にリンクさせてきたのは、そのほうが都合がよいと国が主体的に判断してきたからだ。

　とはいえ、これまで政府が「リンク」を認めてこなかったのには理由がある。公然とリンクを認めてしまえば、沖振法そのものの否定につながるからだろう。
先述したように、基地の過重負担を理由の一つに継続してきた沖縄振興制度が、基地を維持するために行われていたということになれば、基地負担軽減を求める沖縄県民を愚弄するものであり、制度に対する県民の理解や支持は到底得られない。

　また、沖振法に基づく振興予算は既述したように、「沖縄の自立的発展」を追求することを目的に投下されてきた。沖縄本島では、膨大な面積を占める米軍基地によって経済的な付加価値や潜在力が奪われ、地域経済の発展を阻害する要因だと認識されている。沖縄振興予算が基地を維持するために投下されているというのであれば、自立的発展を阻害しているのは沖縄振興予算であるということになり、矛盾も甚だしい。

　これまでは「リンク」が明らかであっても、予算増額に対しては沖縄側も文句の言いようはなかった。しかし政府が今後、沖縄振興予算の計上に当たって一層露骨に「辺野古」をはじめとする基地政策への諾否という政治的要素を加味し、容赦なく予算カットや特別措置の廃止に踏み切れば事情は一変する。政策誘導のための「賄賂的要素」の強かったアメが、強権的なムチとしての本性を露わにすれば、沖振法の目的や趣旨と相対することへの説明にとどまらず、抜本的な制度改正を求める声が県民の間に高まるのは必至だ。

産経新聞2016.8.8 20:26更新 
【民進党代表選】素交会、蓮舫氏の不支持を表明

民進党の大畠章宏氏（撮影日：2008年1月28日） 
　民進党の代表選（９月１５日投開票）をめぐり、大畠章宏元国土交通相のグループ「素交会」が８日、国会内で会合を開き、出馬を表明した蓮舫代表代行を支持しない方針で一致した。会合後、篠原孝元農水副大臣が記者団に明らかにした。
　篠原氏は「無投票は絶対にあり得ない」とし、候補者擁立を目指す考えを強調した。候補者擁立に向け、細野豪志元環境相の派閥「自誓会」や旧維新の党のグループと連携していくことも確認した。
領有権めぐる争いアピール＝日本の抗議無視、緊張あおる－中国
　【北京時事】沖縄県・尖閣諸島周辺に中国海警局の公船と膨大な数の漁船が出現した問題は、日本側の再三の抗議にもかかわらず、公船が領海侵入を繰り返す異例の事態となった。あえて日中「衝突」の危険性を高め緊張をあおるやり方には、領有権をめぐる争いの存在をアピールし、「日中間に領土問題は存在しない」とする安倍政権を強く揺さぶる意図がうかがえる。
　２０１２年９月の尖閣諸島国有化以来、中国は公船の尖閣近海への侵入を「常態化」。翌年１１月には、尖閣諸島を含む東シナ海で防空識別圏の設定を強行した。漁船を動員した今回の動きも、日本に対する圧力を高めるものだ。
　８日付の共産党機関紙・人民日報系の環球時報は「中国が東シナ海を軍事化と、日本が騒いでいる」と１面トップで報道。社説では「日本には釣魚島（尖閣諸島の中国名）の主権の争いを排除する幻想を実現する力はない」とした上で、「中日両国政府は、国民が釣魚島の争いをめぐる本当の状況を理解するのを助けるべきだ」と主張した。
　中国外務省が６日に発表した報道官談話は「日本が双方の原則的共通認識の精神を守る」よう求めた。原則的共通認識とは、１４年１１月の両国政府による「４項目合意」を指すとみられる。
　合意は「双方は東シナ海海域での緊張状態に異なる見解を有していると認識」すると規定。中国では日本政府と異なり、日本が「領有権問題」を認めたとも解釈されている。中国政府は「対話と協議を通じ問題を解決すべきだ」と主張しており、いずれ日本を交渉の席に引き出すのが狙いだ。
　同紙は漁船群について「国際法や両国間の漁業協定に違反していない」と強調。専門家の見解として「公船が漁民の操業と生命財産の安全を守るのは当然だ」と強弁した。
　中国近海で操業する漁船などには、事実上、軍の統制を受ける「海上民兵」が乗り組んでいることが知られ、５月には米太平洋艦隊の司令官が懸念を表明している。海軍力の増強も著しく、東シナ海での活動が今後、一層活発化する恐れがある。（時事通信2016/08/08-16:18）
天皇陛下お気持ち 　ＮＨＫと在京キー５局がテレビ一斉放送
毎日新聞2016年8月8日　20時58分（最終更新　8月8日　23時48分）
　ＮＨＫと在京キー５局は８日午後３時、宮内庁が天皇陛下のビデオメッセージを公表すると同時に、情報番組や特別報道番組の中で映像を一斉に流した。６局が同じ映像を同時に放送するのは異例。 
　東日本大震災の発生５日後の２０１１年３月１６日夕に陛下のお気持ちがビデオで公表された際には、テレビ東京は別番組を放送した。今回は東京ローカル局のＴＯＫＹＯ　ＭＸも同時に放送した。 
　また、テレ東を除く在京キー４局とＮＨＫは、陛下の映像を含む番組をインターネット上でも一斉に配信した。 
天皇陛下のお言葉要旨
　「象徴としてのお務めについて」の天皇陛下お言葉の要旨は以下の通り。
　８０歳を越え、体力面などから制約を覚えることもあり、ここ数年、天皇としての歩みを振り返り、この先の在り方や務めに思いを致すようになった。社会の高齢化が進む中、天皇が高齢となった場合、どのような在り方が望ましいか、個人として考えてきたことを話したい。
　即位以来、国事行為とともに、日本国憲法下で象徴と位置づけられた天皇の望ましい在り方を日々模索してきた。伝統の継承者としての責任に深く思いを致し、日本の皇室がいかに伝統を現代に生かし、いきいきとして社会に内在し、人々の期待に応えるかを考えつつ、今日に至る。
　二度の外科手術を受け、高齢による体力低下を覚えるようになってから、従来のように重い務めを果たすことが困難になった場合、どのように身を処すことが国や国民、皇族にとって良いことか考えるようになった。幸い健康とはいえ、次第に進む身体の衰えを考慮すると、これまでのように全身全霊で象徴の務めを果たすことが難しくなると案じている。
　天皇の務めとして、何よりもまず国民の安寧と幸せを祈ることを大切に考えてきたが、同時に、時として人々の傍らに立ち、声に耳を傾け、思いに寄り添うことも大切と考えてきた。天皇が象徴であるとともに、国民統合の象徴としての役割を果たすには、国民に象徴の立場への理解を求めるとともに、天皇も国民に対する理解を深め、常に国民と共にある自覚を育てる必要を感じる。こうした意味で、日本各地への旅も、天皇の象徴的行為として大切なものと感じてきた。
　天皇の高齢化に伴う対処が、国事行為や象徴としての行為を縮小していくことでは無理がある。摂政を置く場合も、十分に務めを果たせぬまま、天皇であり続けることに変わりはない。
　天皇が健康を損ない、深刻な状態に至った場合、社会が停滞し、国民の暮らしにもさまざまな影響が及ぶことが懸念される。天皇の終焉（しゅうえん）に当たり、重い殯（もがり）の行事がほぼ２カ月にわたり、葬儀に関連する行事が１年間続く。新時代に関わる諸行事が同時に進行することから、行事に関わる人々、とりわけ残される家族は非常に厳しい状況に置かれる。こうした事態を避けられないかとの思いが胸に去来することもある。
　長い天皇の歴史を振り返りつつ、今後も皇室が国民と共にあって国の未来を築き、象徴天皇の務めが安定的に続くことを念じ、気持ちを話した。国民の理解が得られることを切に願っている。（時事通信2016/08/08-15:13）
天皇陛下「お気持ち」表明　【全文】

象徴としてのお務めについて、国民に向け現在の「お気持ち」を述べられる天皇陛下＝2016年8月7日午後、皇居・御所［宮内庁提供］【時事通信社】


　天皇陛下は８日、「象徴としてのお務め」について、自身のお気持ちをビデオメッセージの形で国民に向けて発表された。生前退位の意向を示している陛下は、８２歳と高齢になったことを踏まえ、今後の身の処し方に触れ、「次第に進む身体の衰えを考慮する時、全身全霊をもって象徴の務めを果たしていくことが、難しくなるのではないかと案じています」と述べた。
　「象徴としてのお務めについて」の天皇陛下のお言葉全文は以下の通り。
　戦後七十年という大きな節目を過ぎ、二年後には、平成三十年を迎えます。
　私も八十を越え、体力の面などから様々な制約を覚えることもあり、ここ数年、天皇としての自らの歩みを振り返るとともに、この先の自分の在り方や務めにつき、思いを致すようになりました。
　本日は、社会の高齢化が進む中、天皇もまた高齢となった場合、どのような在り方が望ましいか、天皇という立場上、現行の皇室制度に具体的に触れることは控えながら、私が個人として、これまでに考えて来たことを話したいと思います。
　即位以来、私は国事行為を行うと共に、日本国憲法下で象徴と位置づけられた天皇の望ましい在り方を、日々模索しつつ過ごして来ました。伝統の継承者として、これを守り続ける責任に深く思いを致し、更に日々新たになる日本と世界の中にあって、日本の皇室が、いかに伝統を現代に生かし、いきいきとして社会に内在し、人々の期待に応えていくかを考えつつ、今日に至っています。
　そのような中、何年か前のことになりますが、二度の外科手術を受け、加えて高齢による体力の低下を覚えるようになった頃から、これから先、従来のように重い務めを果たすことが困難になった場合、どのように身を処していくことが、国にとり、国民にとり、また、私のあとを歩む皇族にとり良いことであるかにつき、考えるようになりました。既に八十を越え、幸いに健康であるとは申せ、次第に進む身体の衰えを考慮する時、これまでのように、全身全霊をもって象徴の務めを果たしていくことが、難しくなるのではないかと案じています。
　私が天皇の位についてから、ほぼ二十八年、この間（かん）私は、我が国における多くの喜びの時、また悲しみの時を、人々と共に過ごして来ました。私はこれまで天皇の務めとして、何よりもまず国民の安寧と幸せを祈ることを大切に考えて来ましたが、同時に事にあたっては、時として人々の傍らに立ち、その声に耳を傾け、思いに寄り添うことも大切なことと考えて来ました。天皇が象徴であると共に、国民統合の象徴としての役割を果たすためには、天皇が国民に、天皇という象徴の立場への理解を求めると共に、天皇もまた、自らのありように深く心し、国民に対する理解を深め、常に国民と共にある自覚を自らの内に育てる必要を感じて来ました。こうした意味において、日本の各地、とりわけ遠隔の地や島々への旅も、私は天皇の象徴的行為として、大切なものと感じて来ました。皇太子の時代も含め、これまで私が皇后と共に行（おこな）って来たほぼ全国に及ぶ旅は、国内のどこにおいても、その地域を愛し、その共同体を地道に支える市井（しせい）の人々のあることを私に認識させ、私がこの認識をもって、天皇として大切な、国民を思い、国民のために祈るという務めを、人々への深い信頼と敬愛をもってなし得たことは、幸せなことでした。
　天皇の高齢化に伴う対処の仕方が、国事行為や、その象徴としての行為を限りなく縮小していくことには、無理があろうと思われます。また、天皇が未成年であったり、重病などによりその機能を果たし得なくなった場合には、天皇の行為を代行する摂政を置くことも考えられます。しかし、この場合も、天皇が十分にその立場に求められる務めを果たせぬまま、生涯の終わりに至るまで天皇であり続けることに変わりはありません。
　天皇が健康を損ない、深刻な状態に立ち至った場合、これまでにも見られたように、社会が停滞し、国民の暮らしにも様々な影響が及ぶことが懸念されます。更にこれまでの皇室のしきたりとして、天皇の終焉に当たっては、重い殯（もがり）の行事が連日ほぼ二ヶ月にわたって続き、その後喪儀（そうぎ）に関連する行事が、一年間続きます。その様々な行事と、新時代に関わる諸行事が同時に進行することから、行事に関わる人々、とりわけ残される家族は、非常に厳しい状況下に置かれざるを得ません。こうした事態を避けることは出来ないものだろうかとの思いが、胸に去来することもあります。
　始めにも述べましたように、憲法の下（もと）、天皇は国政に関する権能を有しません。そうした中で、このたび我が国の長い天皇の歴史を改めて振り返りつつ、これからも皇室がどのような時にも国民と共にあり、相たずさえてこの国の未来を築いていけるよう、そして象徴天皇の務めが常に途切れることなく、安定的に続いていくことをひとえに念じ、ここに私の気持ちをお話しいたしました。
　国民の理解を得られることを、切に願っています。
しんぶん赤旗2016年8月9日(火)

「象徴の務め難しく」　天皇が国民に向け表明

　天皇は８日、「象徴としてのお務めについて」とする発言を、ビデオメッセージの形で発表しました。生前退位の意向を示している天皇は、そのことには直接触れず､｢次第に進む身体の衰えを考慮する時、これまでのように全身全霊をもって象徴の務めを果たしていくことが、難しくなるのではないかと案じています｣と語りました｡

　映像は約１１分間。皇居・御所の応接室で７日に収録されました。

　冒頭、「天皇もまた高齢となった場合、どのような在り方が望ましいか、天皇という立場上、現行の皇室制度に具体的に触れることは控えながら、私が個人として、これまでに考えて来たことを話したい」と述べました。

　天皇は、２度の外科手術や高齢による体力低下を覚えるようになったころから「従来のように重い務めを果たすことが困難になった場合、どのように身を処していくことが、国にとり、国民にとり、また、私のあとを歩む皇族にとり良いことであるかにつき、考えるようになりました」と語りました。

　そして、高齢化への対処として国事行為を縮小することには「無理があろう」と述べ、天皇の行為を代行する摂政を置くことについても否定的な見方を示しました。

　その上で、天皇が健康を損ない深刻な状態に至った場合、社会の停滞や国民の暮らし、残された家族への影響が懸念されるとして、「こうした事態を避けることはできないものだろうかとの思いが、胸に去来することもあります」と語り、国民の理解を求めました。

「重く受けとめる」　安倍首相コメント

　天皇のビデオメッセージ発表を受けて安倍晋三首相は８日、官邸で記者団に対し、「天皇陛下が国民に向けて発言したことを重く受け止めている」と述べました。天皇の公務のあり方などについては「天皇陛下の年齢や公務の負担の現状に鑑みるとき、天皇陛下の心労に思いを致し、どのようなことができるのかしっかりと考えていかなければいけない」と語りました。

しんぶん赤旗2016年8月9日(火)

政治の責任で生前退位の真剣な検討が必要　天皇の発言　志位委員長が会見

　日本共産党の志位和夫委員長は８日、党本部で記者会見し、同日、天皇が高齢の問題から「生前退位」を示唆する発言をしたことについて記者団に問われ、「高齢によって象徴としての責任を果たすことが難しくなるのではないかと案じているというお気持ちはよく理解できます。政治の責任として、生前退位について真剣な検討が必要だと思います」と表明しました。

　さらに志位氏は「日本国憲法で、生前退位を禁じているということは一切ありません。日本国憲法の根本の精神に照らせば、一人の方が亡くなるまで仕事を続けるというあり方は検討が必要だと思います」と述べました。

「象徴の務め、難しく」＝生前退位を強く示唆－天皇陛下、お気持ち表明
　天皇陛下は８日、「象徴としてのお務め」について、自身のお気持ちをビデオメッセージの形で国民に向けて発表された。生前退位の意向を示している陛下は、８２歳と高齢になったことを踏まえ、今後の身の処し方に触れ、「次第に進む身体の衰えを考慮する時、全身全霊をもって象徴の務めを果たしていくことが、難しくなるのではないかと案じています」と述べた。
　陛下は、憲法を順守する立場から、現行の皇室制度に具体的に触れることを控え、「生前退位」という文言は避けつつも、生前退位の意向を強く示唆する内容となった。
　安倍晋三首相はお気持ちの表明を受け、記者団に「陛下のご年齢やご公務の負担、ご心労に思いを致し、どのようなことができるのか、しっかりと考えていかなければならない」と述べた。憲法の枠内で対応が可能かどうか検討する。
　陛下のビデオメッセージは、２０１１年の東日本大震災直後以来２度目。お住まいの皇居・御所の応接室で７日午後４時半から収録され、宮内庁が８日午後３時に公表した。映像は約１１分間で、象徴天皇としての歩みを振り返り、この先の自身の在り方や務めについて考えを語った。陛下の意向で皇后さまが収録を近くで見守ったという。


　陛下は０３年に前立腺がん、１２年に心臓と２度の手術を受け、加齢による体力低下も覚えるようになり、どのように身を処していくことが国や国民、陛下の後を歩む皇族にとって良いか考えるようになったと説明。天皇の高齢化への対処について「国事行為や、象徴としての行為を限りなく縮小していくことには、無理があろうと思われます」と述べた。摂政を置くことも「十分務めを果たせぬまま、生涯天皇であり続けることに変わりはありません」と否定的な見方を示した。
　さらに、代替わりに伴う国民生活やご家族への影響を懸念。「象徴天皇の務めが常に途切れることなく、安定的に続いていくことをひとえに念じ、私の気持ちをお話しいたしました」と締めくくり、国民に理解を求めた。（時事通信2016/08/08-20:52）
象徴の在り方、常に模索＝国民生活への影響を懸念－ビデオで心境吐露


大阪の道頓堀で、天皇陛下のビデオメッセージが映し出された大型ビジョンを見る人たち＝８日午後、大阪市中央区
　天皇陛下は１９８９年の即位以来、憲法に定められた象徴天皇としての在り方を常に模索し続けてこられた。「お気持ち」にある「日本の各地、とりわけ遠隔の地や島々への旅」も、国事行為のみにとどまらない「天皇の象徴的行為」として、極めて重視してきた。
〔写真特集〕天皇陛下
　都道府県が毎年持ち回りで行う全国植樹祭、国民体育大会、全国豊かな海づくり大会のいわゆる「三大行幸啓」に皇后さまとともに必ず出席してきたほか、６８年以来、各地のハンセン病療養所を訪れ、国の隔離政策で差別や偏見に苦しんだ入所者らを慰めてきた。
　即位後は９１年の雲仙・普賢岳噴火をはじめ、９５年の阪神大震災、２０１１年の東日本大震災などさまざまな災害に際し現地を訪れ、被災者を慰めてきた。避難所で膝をついて被災者と言葉を交わす「平成流」はすっかり定着した。
　ビデオメッセージでは、自身の高齢化により、こうして築き上げてきた象徴としての役割が十分に果たせなくなることへの懸念が示された。
　一方で、陛下は皇室の行事で国民にできるだけ負担をかけたくないという思いを持ち続けてきた。亡くなった後の自らの墓に当たる陵について「できるだけ簡素なものとすることが望ましい」との考えを周囲に示し、埋葬方法についても土葬でなく現代社会で一般的な火葬を望んだ。これを受け、宮内庁は１３年１１月に火葬を導入し、両陛下の陵を以前より縮小することを決めている。
　今回のお気持ちでも「天皇が健康を損ない、深刻な状態に立ち至った場合、社会が停滞し、国民の暮らしにもさまざまな影響が及ぶ」ことを懸念。亡くなった際には葬儀関連の行事と新天皇即位に関連する行事が１年以上にわたって続くことにも触れ、「こうした事態を避けることはできないものだろうか」との思いを率直に吐露した。（時事通信2016/08/08-15:21）
天皇陛下、１１分のメッセージ　退位の願いにじませる
朝日新聞デジタル島康彦、多田晃子2016年8月9日01時08分
　宮内庁は８日午後３時、天皇陛下が「象徴としてのお務め」についてのお気持ちを示したビデオメッセージを公表した。社会の高齢化が進むなか、自身も８２歳になったことを踏まえ、陛下は「次第に進む身体の衰えを考慮する時、全身全霊をもって象徴の務めを果たしていくことが難しくなるのではないか」と懸念を表明。憲法上の立場から直接表現することは避けながら、「私が個人として」と強調し、天皇の位を皇太子さまに譲る将来的な退位の願いを強くにじませた。
　ビデオメッセージは７日夕、お住まいの皇居・御所で収録され、約１１分にわたった。天皇陛下がビデオメッセージを公表するのは、東日本大震災後の２０１１年３月以来、２回目。
　天皇陛下はお気持ちで、０３年の前立腺がん、１２年の心臓と２度の手術を受け、高齢による体力低下を覚えるようにもなり、「従来のように重い務めを果たすことが困難になった場合」を見据え、どのように身を処していくべきか考えるようになったと明かした。
　陛下は即位からの約２８年を振り返り、日本各地の訪問を大切なものだとして「国民を思い、国民のために祈るという務めを、人々への深い信頼と敬愛をもってなし得たことは幸せなことでした」と振り返った。
　一方で、陛下は国事行為や公務の縮小は「無理があろうと思われます」と述べつつ、皇太子が国事行為を代行する摂政（せっしょう）については「天皇が十分にその立場に求められる務めを果たせぬまま、生涯の終わりに至るまで天皇であり続けることに変わりはありません」と消極的な考えを示した。
　天皇の代替わりにも言及し、「喪儀（そうぎ）に関連する行事」と「新時代に関わる諸行事」が同時に進行するため、行事に関わる人たちや残された家族が非常に厳しい状況下に置かれるとして「こうした事態を避けることは出来ないものだろうか」との思いを述べた。
　最後に、「象徴天皇の務めが常に途切れることなく、安定的に続いていくこと」を念じるとして、「国民の理解を得られることを切に願っています」と結んだ。メッセージ全体は、自らが元気なうちに皇太子さまに天皇の位を譲る願いが貫かれた。
　宮内庁の風岡典之長官は同日午後の会見で、陛下のお気持ちについて「今後の天皇のあり方について個人としての心情、ご感想を、ご自分のご年齢や健康にも触れてお話しになったことだ」と説明し、「宮内庁として陛下のお気持ちが国民に広く理解されることを願っている」と語った。
　安倍晋三首相は８日、天皇陛下の意向表明を受け、「天皇陛下が国民に向けてご発言されたということを重く受け止めております。ご公務の在り方などについては天皇陛下のご心労に思いを致し、どのようなことができるのかしっかり考えていかなければいけない」と首相官邸で記者団に語った。政府は今後、有識者から広く意見を募るなどし、世論の動向を踏まえた上でどのような対応が可能か検討を進める方針だ。（島康彦、多田晃子）
■メッセージの骨子
●８０を越え、身体の衰えを考慮すると、象徴の務めを果たすことが難しくなることを案じている
●国事行為や象徴としての行為を縮小することには無理がある
●摂政を置くのも、務めを果たせぬまま、天皇であり続けることに変わりない
●健康を損ない、深刻な状態になると、社会が停滞し、国民の暮らしに影響が及ぶ懸念がある
●終焉（しゅうえん）に当たっては喪儀と即位の儀式が同時に進行し、行事に関わる人や家族が厳しい状況になる
●国民の理解を切に願っている
切実な不安、１１分に込め＝「国民の理解、切に願う」－天皇陛下、穏やかな表情で
　８日午後３時に公開された１１分間のビデオメッセージ。天皇陛下がカメラの前で国民に明かされたのは、自らが「全身全霊」で果たしてきた象徴天皇の務めが、このままではいつか途切れてしまうのではないかという切実な不安だった。
　「戦後７０年という大きな節目を過ぎ、２年後には、平成３０年を迎えます」。東日本大震災直後に公開したビデオと同様に、皇居・御所の応接室に腰掛けた陛下は、黒いスーツ姿でカメラをじっと見詰め、ゆっくりとした口調で語り始めた。
　「これまでのように、全身全霊をもって象徴の務めを果たしていくことが、難しくなるのではないか」。２度の手術を経験し、加齢に伴う体の衰えを感じるようになった数年前から、そうした不安を抱くようになったと胸中を吐露。手元の原稿に目を落としながら、高齢化社会の中で自らも高齢化した天皇がどうあるべきか、一語一語かみしめるように思いを語った。
　皇太子の時代も含め、日本の全国各地を皇后さまと共に訪ねた旅。そこで出会った地域の人々との触れ合いが、天皇としての国民への理解と、常に国民と共にある自覚を育んだと説明し、加齢に伴い国事行為や象徴としての活動を縮小することに否定的な考えを表明。天皇が深刻な状況に陥った場合に、社会や国民の暮らしに大きな影響を与えることにも懸念を示した。
　即位後の歩みに思いをはせながら、普段と変わらない穏やかな表情でお気持ちを語り終えた陛下。最後に天皇が国政に関わる権能を持たないことに改めて触れた上で、「国民の理解を得られることを、切に願っています」と結ぶと、テーブルに原稿を置いてゆっくりと一礼。平成が始まって以来の歴史的なスピーチを終えた。（時事通信2016/08/08-15:17）
首相発言全文＝生前退位
　天皇陛下のお気持ち表明を受けた安倍晋三首相の発言全文は次の通り。
　本日、天皇陛下よりお言葉があった。私としては、天皇陛下が国民に向けてご発言されたということを重く受け止めている。天皇陛下のご公務の在り方などについては、天皇陛下のご年齢やご公務の負担の現状に鑑みるとき、天皇陛下のご心労に思いを致し、どのようなことができるのか、しっかりと考えていかなければいけないと思っている。（時事通信2016/08/08-15:56）
首相「重く受け止める」　天皇陛下の気持ち踏まえ

共同通信2016/8/8 18:47

　安倍晋三首相は8日、天皇陛下がビデオメッセージで示された生前退位の実現への強い思いを受け、皇室典範改正などを含め法整備への検討を進める考えを表明した。「天皇陛下が国民に向けてご発言されたことを重く受け止める」と官邸で記者団に述べた。同時に「陛下の年齢、公務の負担の現状を鑑みるとき、陛下の心労に思いを致し、どのようなことができるか、しっかり考えなければいけない」と語った。

　菅義偉官房長官は会見で、政府対応について「これからどのようにするかを考えていかなければならない」と述べ、首相の発言については「一国の最高責任者として、首相の率直な思いを述べた」とした。

生前退位、政府は一貫否定＝地位不安定化を懸念
　生前退位の意向を周囲に示している天皇陛下が現在の「お気持ち」を率直に語られた。日本の歴史の中で、皇位継承の在り方として譲位が一般的だった時代もあったが、明治以降は天皇の逝去のみと規定。戦後制定された皇室典範も生前退位を想定せず、政府も天皇の地位を不安定にするとして一貫して否定の見解を示してきた。
　天皇が譲位した最初の例は６４５年の皇極天皇とされ、奈良時代から江戸時代後半に当たる１８１７年の光格天皇までは譲位による皇位継承が一般的だった。
　一方、明治時代の大日本帝国憲法下では、帝国憲法と並ぶものとされた旧皇室典範が皇位継承の原因を天皇の逝去のみとした。旧典範制定に先立ち、初代首相の伊藤博文は「天皇が終身大位にあるのはもちろんで、即位した以上は随意にその位を遜（のが）れるということは道理に合わない」と論じ、終身在位の規定が作られた。
　新憲法下で天皇は、政治権力を一手に掌握する「統治権の総攬（そうらん）者」の地位を失い「象徴」となったが、通常の法律となった皇室典範でも皇位継承の原因は天皇の逝去のみとされ、多くの規定が旧典範から踏襲された。
　天皇、皇后両陛下の結婚式が迫った１９５９年２月、海外の雑誌に昭和天皇の退位説が掲載され、国会で取り上げられた。林修三法制局長官（当時）は「現行の法制ではあり得ないこと」と答弁。「日本国民の総意に基く」などと規定した憲法の趣旨に照らし、「あり得ないのみならず、法律改正問題としても相当慎重な配慮が必要」と説明した。
　８４年４月、山本悟宮内庁次長（当時）は、昭和天皇が高齢になり、一部に生前退位を考えてはどうかとの声があるとの質問に対する答弁で、▽上皇や法皇といった存在が出てきて弊害を生ずる恐れがある▽天皇の自由意思に基づかない退位の強制があり得る▽天皇が恣意（しい）的に退位することができる－の三つの理由から、天皇の地位を安定させるため退位制度を置かなかったと説明。摂政や国事行為臨時代行の制度で十分対処できるとの認識を示した。
　平成に入っても政府見解は踏襲された。宮尾盤宮内庁次長（当時）は９２年４月、典範制定当時、同様に三つの理由から退位制度は認めないとされたと答弁。２００１年１１月にも、羽毛田信吾宮内庁次長（当時）が同様に説明し、「現段階で退位制度を設けることは考えていない」と述べていた。（時事通信2016/08/08-15:20）
政府 憲法枠内で天皇陛下のご意向に沿う方策探る
ＮＨＫ8月9日 4時04分
政府は、天皇陛下がお気持ちを表されたことを受けて、今後、有識者会議を設けるなどして具体的な対応を検討する方針で、天皇の政治的発言を禁じた憲法に抵触しないよう細心の注意を払いながら、憲法の枠内でご意向に沿う方策を探ることにしています。
天皇陛下がお気持ちを表されたことを受けて、安倍総理大臣は「天皇陛下が国民に向けてご発言されたということを重く受け止めております。天皇陛下のご公務の在り方などについては、どのようなことができるのかしっかりと考えていかなければいけないと思っています」というコメントを読み上げました。
また菅官房長官は、記者団が「天皇陛下の発言は天皇の政治的な発言を禁じた憲法に抵触しないのか」と質問したのに対し、「国政に影響を及ぼすようなご発言ではなく、憲法との関係で問題になるというふうには考えていない」と述べました。
政府は、天皇陛下がお気持ちを表されたことを受けて、今後、各界の代表からなる有識者会議を設けるなどして具体的な対応を検討する方針です。ただ、９日から間を置かずに検討に着手すれば、憲法に抵触するおそれがあるとして、一定の期間を置いて、政府独自の判断で有識者会議を設置した形を取ることにしています。
一方、天皇の恣意的（しいてき）な退位や生前の譲位について、政府は「天皇は政治的な権能を有しない」とする現行憲法の規定との間に問題が生じるおそれがあるとして、これまでの国会答弁などで否定的な見解を示してきました。このため、政府は従来の見解などとの整合性を取りながら、皇室典範の改正や特別法の制定など現行憲法の枠内で、天皇陛下のご意向に沿うとともに国民の幅広い賛同を得られる方策を探ることにしていますが、今後、多様な意見が出て難しい対応を迫られることも予想されます。
頓挫繰り返す皇族減少対策＝容易でない典範改正
皇室活動を安定的に維持するため、政府は過去にも皇室典範改正を含む制度の見直しを検討してきた。２００５年には小泉内閣が「女性・女系天皇」を容認する報告書を取りまとめ、１２年には野田内閣が「女性宮家創設」案を提示。だが、保守派の反発や政権交代などでいずれも立ち消えとなった。皇室典範改正は容易でない。
典範改正、先送りの歴史＝「女性天皇」「女性宮家」案－生前退位
　男性皇族の減少に危機感を持った小泉純一郎首相（当時）は、０５年１月に私的諮問機関「皇室典範に関する有識者会議」を設置し、男系男子に限られている皇位継承の在り方の再検討に着手した。
　同１１月に「女性天皇」や、母方が天皇の血筋を引く「女系天皇」を認める最終報告書をまとめた。１２月には皇室典範改正準備室を設置し、改正案の策定に取り掛かった。しかし、翌０６年９月に秋篠宮家の長男悠仁さまが誕生されたことで、改正に向けた動きは頓挫した。
　１１年の旧民主党政権下では、野田佳彦首相（同）が皇族減少問題を喫緊の課題と位置付け、議論を再開。女性皇族が結婚後も皇族の身分にとどまる「女性宮家」の創設に関して有識者の意見を聴取した。「女系天皇につながる」との慎重論も多く、論点整理は結婚した女性皇族が国家公務員として皇室活動を継続する案も併記する形となった。
　これに対する意見公募を行った結果、寄せられた２６万件超の大多数が反対意見。その後、政権交代に伴い検討作業は中断した。
　安倍政権でも１４年、高円宮家の次女典子さまのご結婚を機に、休眠状態だった皇室典範改正準備室が活動を再開。参院選の終了を待って、女性皇族減少への対策を本格検討する予定だった。（時事通信2016/08/08-15:27）
生前退位に課題山積＝新元号、呼称、住居…－皇太子も不在に


天皇陛下のビデオメッセージが映し出されたテレビ画面を見る人＝８日午後、東京都江東区のノジマ豊洲店
　生前退位の意向を示している天皇陛下が、「お気持ち」を表明されたのを受け、今後、国会などで陛下の生前退位をめぐる議論が進むとみられるが、天皇の生前退位は、現在の憲法や皇室典範では想定されていない。実現には退位制度の新設に加え、新元号や退位した天皇の呼称、住居など、新たに決めなくてはならない問題が山積している。
　１９７９年制定の元号法は、「元号は皇位の継承があった場合に限り改める」と一世一元制を規定しており、生前退位が実現すれば新元号を決めることになる。８９年の前回の改元の際は、昭和天皇の逝去当日、有識者による「元号に関する懇談会」の意見を踏まえ、三つの候補の中から「平成」が選ばれた。閣議決定を経て、当時官房長官だった故小渕恵三氏が逝去の約８時間後に発表した。
　皇室典範には退位についての規定がないため、退位後の天皇の呼称や役割についても新たに法整備をする必要がある。歴史上、太上天皇や上皇、法皇などの呼称があったが、「天皇より上の立場があるとの印象を与え、現代にふさわしくない」とする識者の意見もあり、慎重な議論が必要だ。
　典範は皇太子を「皇嗣（皇位継承順位１位の者）たる皇子（天皇の男子）」と規定しており、生前退位が実現すれば皇太子が不在になる。皇室典範には「皇太弟」の規定はなく、皇太子さまに代わって皇位継承順位１位となる弟の秋篠宮さまの呼称や役割についても検討されることになる。
　退位後の住居をどうするかも課題となる。現在、天皇、皇后両陛下は皇居・御所に、皇太子ご一家は赤坂御用地の東宮御所に住んでいる。陛下は即位後から９３年１２月まで、赤坂御所（現在の東宮御所）から公務のため皇居に通っていた。
　皇太子さまの誕生日の２月２３日が新たな天皇誕生日として祝日になることも想定される。その場合、現在の天皇誕生日（１２月２３日）をどうするかなども課題として浮上しそうだ。（時事通信2016/08/08-15:21）
高いハードル、国民的議論を＝生前退位


新宿で天皇陛下のビデオメッセージが映し出された大型ビジョンを見る人たち＝８日午後３時４分、東京都新宿区
　象徴天皇として国民と共に歩んできた天皇陛下が、生前退位の意向をめぐり、ビデオメッセージで率直に「お気持ち」を述べられた。憲法との整合性から「退位」の文言こそ用いなかったが、今後の活動が困難に直面することへの懸念がにじみ出た内容で、平成の天皇の「人間宣言」とも言える。退位は象徴天皇制の根本に関わる話であり、皇室典範改正など高いハードルがあるが、内容を真摯（しんし）に受け止め、早急な国民的議論が不可欠だ。
　陛下は日本国憲法下で象徴天皇として初めて即位して以降、「象徴の地位と活動は一体」との信念の下、憲法が定めた国事行為以外にも、戦地での慰霊や被災地お見舞い、外国親善訪問など多くの公的活動を行ってきた。戦後約７０年続いた象徴天皇制は国民に深く根付き、日本社会の安定に寄与していることは疑いの余地はない。
　天皇の地位が不安定になることへの懸念から、典範は存命中の譲位を認めていないが、歴史的には譲位が一般的だった時代もある。陛下は、象徴天皇制が今後も安定的に続くためには、明治以降の「終身在位」の制度よりも、譲位ができた方が合理的で、国や国民、後に続く皇族にとっても望ましいと考えたとみられている。
　陛下が生前退位の意向を示したとの７月１３日の一斉報道以降、宮内庁は公式の場で否定し続けた。退位の意向を公式に認めれば典範改正を促す形になり、天皇の国政への関与を禁じた憲法の規定に抵触する可能性があるからだが、国民から「分かりにくい」との声が出たこともあり、陛下の意向を踏まえ、東日本大震災直後に続き、異例のタイミングでのビデオメッセージ発表に至った。
　民間出身の妃（きさき）との結婚、お子さまの手元での養育、近年では葬儀方法の火葬への変更など、皇室の伝統を大きく変えてきた陛下。今回の映像からは、穏やかな表情とは裏腹に、ある種の切迫感が感じられる。天皇の地位を「国民の総意に基く」と規定した憲法の趣旨に鑑み、置き去りにされてきた皇室の課題にどう向き合うか、政府や国民一人一人が待ったなしの判断を迫られている。（時事通信2016/08/08-15:17）
政府、有識者会議設置へ＝安倍首相「重く受け止める」－陛下お気持ち表明


天皇陛下のビデオメッセージ放映後、コメントを読み上げる安倍晋三首相＝８日午後、首相官邸
　安倍晋三首相は８日午後、天皇陛下のお気持ち表明を受け、首相官邸で記者団に「天皇陛下のご心労に思いを致し、どのようなことができるのか、しっかり考えていかなければいけない」と語った。政府は今後、有識者会議を設置して意見を聞く方針。ただ、陛下のご発言が政府の動きに直結したと受け取られないよう、設置時期も含め慎重に判断する。
生前退位に三つの懸念＝政府答弁、制度化に否定的
　首相は記者団に「私としては、天皇陛下が国民に向けてご発言されたことを重く受け止めている」と表明。政府の検討に当たっては「天皇陛下のご年齢やご公務の負担の現状」を十分に考慮する考えを示した。
　菅義偉官房長官はこの後の記者会見で、陛下のお気持ち表明について、「将来的に公務の円滑な遂行が困難になる可能性があるとの気持ちを述べた」との認識を示した。憲法４条は天皇の国政に関する権能を否定しているが、菅長官は「国政に影響を及ぼす発言ではなく、憲法との関係で問題になるとは考えていない」と指摘した。
　有識者会議について、政府は憲法に抵触しないよう当面は設置を見合わせる方針だ。直ちに設置すれば、陛下が政府に対して検討の指示を出されたと解釈する余地が生じるためで、政府関係者は「しばらく時間を要する」と語った。臨時国会の議論や世論の動向なども踏まえて対応する。
　有識者会議のメンバーは学識経験者が中心になるとみられる。皇室制度の根幹に関わる議題を取り扱うため、人選も注意深く進める。（時事通信2016/08/08-19:56）
衆参議長「謹んで受け止め」＝議論の深化期待－生前退位
　大島理森衆院議長は８日午後、天皇陛下がお気持ちを表明されたことを受け、「立法府の長として謹んで受け止め、思いを深く致している」との謹話を発表した。この中で大島議長は、皇室の在り方について「今後、国民各層において幅広く議論が行われ、国民を代表する国会議員には、これらの議論を受けつつ粛然とした対応をすることを望む」と述べた。
　伊達忠一参院議長も同日午後、「天皇陛下のみ心を謹んで受け止めている。今後、皇室の在り方について議論が深まっていくものと思う」との謹話を発表した。（時事通信2016/08/08-16:47）
共産党「生前退位の検討必要」　志位委員長

共同通信2016/8/8 18:16

　共産党の志位和夫委員長は8日の記者会見で、天皇陛下のビデオメッセージを踏まえ、生前退位に向けた検討をすべきだとの見解を明らかにした。「お気持ちはよく理解できる。政治の責任として、生前退位について真剣な検討が必要だ」と述べた。

　同党は2004年に天皇制を事実上容認する綱領を採択した。今年1月には天皇が臨席する国会開会式について「憲法違反」として欠席してきた従来の対応を見直し、出席した。

　志位氏は、生前退位を実現するため「皇室典範の改正や特別立法などいくつかのやり方がある」と指摘。天皇陛下に関し「人間としての権利は広く保障されないといけない」と強調した。

与野党幹部「真剣に対応」＝陛下のお気持ちに理解－生前退位
　天皇陛下のお気持ち表明について、与野党幹部からは「重く受け止めて真剣な対応をしなければならない」（自民党の二階俊博幹事長）などと理解を示す発言が相次いだ。二階氏は「安倍晋三首相を中心に官邸側がどう判断するかが第一義的に重要だ」と述べ、首相官邸の動向を注視する考えも示した。
　二階氏は党本部で記者団に「陛下がここまで心情を吐露されたので、多くの国民が真剣に陛下のお言葉に寄り添うようなことを考えていかなければならない」と指摘。「今後、党内で慎重に対応していきたい」と語った。
　民進党の岡田克也代表は長崎市で記者団に「しっかりとお気持ちに応えていく必要がある。国会でも静かな形で議論をすることが重要だ。何年も時間をかけるような話ではない」と早急な対応を訴えた。公明党の山口那津男代表は福岡市で「国民に対して発せられたメッセージであり、一国民として深く敬意を表したい」と語った。
　共産党の志位和夫委員長は記者会見で「よく理解できる。政治の責任として生前退位について真剣な検討が必要だ」と表明。おおさか維新の会の松井一郎代表は「広範な国民の声を踏まえつつ、皇室制度の在り方を、陛下のお心に沿うように相談していく」とのコメントを出した。
　生活の党の小沢一郎代表は「大変重く厳粛に受け止めたい」、社民党の又市征治幹事長は「国民的な議論の行方を冷静に見守りたい」、日本のこころを大切にする党の中山恭子代表は「重く受け止め、国会は真剣に議論を重ねていくべきだ」との談話をそれぞれ発表した。（時事通信2016/08/08-20:01）
「ご心労の大きさ痛感」＝風岡長官が記者会見－お気持ち公表、昨年から検討
　天皇陛下がビデオメッセージを通じてお気持ちを表明されたことを受け、宮内庁の風岡典之長官は８日午後に同庁で記者会見し、「象徴の地位と日々のお務めの重みを改めて感じ、陛下のご心労の大きさを痛感した。お気持ちが広く国民に理解されることを願っている」と述べた。
　風岡長官によると、陛下は年齢が８０歳に近づいた５、６年ほど前から、加齢の影響で十分活動を果たせなくなることを懸念。活動が困難になった場合の象徴の務めについてどう考えるべきか、宮内庁長官や侍従長、参与に相談してきたという。お気持ち表明の意向は昨年から強まり、同庁はこの時期の公表を目指して検討を進めてきた。
　７日午後４時半ごろ皇居・御所でビデオを収録した際は、長官や侍従長ら宮内庁幹部のほか、陛下の意向を受けて皇后さまも同席したという。陛下の様子はいつもと変わらなかったといい、収録は短時間で終了した。
　お気持ち表明を受けた宮内庁の対応については、「公務の縮小は直ちに考えていないが、今後何をすべきか改めて真剣に考える必要がある」と説明。皇太子さまと秋篠宮さまの受け止めについて問われると、「両殿下とも陛下と直接お話をされているので、お気持ちは十分理解されている」と語った。（時事通信2016/08/08-18:57）
宮内庁、誤解広がらないようくぎ　「憲法」強調

共同通信2016/8/8 21:01

　生前退位への強い思いが込められた天皇陛下のビデオメッセージの公表を受け、宮内庁の風岡典之長官は8日記者会見し「陛下は現在健康であり、多くのお務めを果たしている。今すぐお務めが難しくなるということではない」と早期退位を否定、世間に誤解が広がらないようくぎを刺した。

　長官は「（象徴天皇としての）経験を通じての思いを述べるのは、陛下にやっていただくのがふさわしいと考えた」と説明。「憲法上の立場を踏まえたご発言」と指摘し、政治的なメッセージではないと重ねて強調した。

「自分の時間を」「心労知った」＝陛下の生前退位に理解－東日本大震災の被災者
　天皇陛下のビデオメッセージについて、陛下の慰問を受けた東日本大震災の被災者からは「自分の時間を過ごしてほしい」「心労を知り考えが変わった」と生前退位に理解を示し、体調を気遣う声が聞かれた。
　東京電力福島第１原発事故の影響で、福島県三春町の仮設住宅で暮らす雑貨店店主の佐藤英人さん（７５）は、３月に陛下と懇談し、今後の生活について不安を話すと「大変ですね。これからも頑張ってください」と声を掛けられた。
　メッセージについて「日本国の象徴としての立場や責任感について自身の言葉で述べられ、本当に素晴らしかった」と話し、「公務で飛び回り、われわれを励ましてこられた。今後はゆっくり自分の時間を過ごしてほしい」と高齢の陛下をおもんぱかった。
　昨年７月、原発事故による農産物の風評被害について陛下に説明した同県桑折町の桃農家南祐宏さん（４０）は、陛下には今後も頑張ってもらいたいという思いだったが、メッセージを見て考えが変わった。「今は一日も長生きできるよう静養していただきたい気持ちでいっぱいだ」と話した。
　津波で岩手県釜石市の自宅兼理容室が被災した松田節子さん（７９）は２０１１年５月、避難先の中学校の体育館で、慰問に訪れた陛下から「ご家族は健在ですか」と声を掛けられ、「おかげさまで全員無事です」と返答した。
　陛下はその後も優しい表情で、避難者一人ひとりと目を合わせ、立ったり座ったりを繰り返して声を掛けられていた。松田さんは「陛下からは元気をもらった。あれだけ頑張ってこられたので退位してゆっくり休んでもらいたい」と語った。（時事通信2016/08/09-04:57）
沖縄戦の遺族「沖縄への思い 引き継いでいただきたい」
ＮＨＫ8月8日 18時58分
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戦没者の遺族で作る沖縄県遺族連合会の前の会長の照屋苗子さん（８０）は、９歳の時に体験した太平洋戦争末期の沖縄戦で、父親やきょうだいなど家族５人を亡くしました。天皇皇后両陛下が沖縄を訪れ、糸満市にある国立沖縄戦没者墓苑に足を運ばれた際には、遺族の代表として両陛下を出迎えました。天皇陛下のお気持ちの表明について、照屋さんは「皇太子時代を含めてこれまでに４回お会いしていますが、だんだんとお年を召してきたと感じていました。公務も大変だと思われ、お気持ちは理解できました」と話していました。
そのうえで、天皇陛下と沖縄の関係について「沖縄戦を経験した者として最初は複雑な気持ちでした。しかし、実際にお会いして言葉を交わすと、沖縄に対する深い思いがひしひしと伝わってきて、身近に感じることができました。ただ、沖縄には今も皇室に対して複雑な思いを抱いている人がいます。沖縄への思いをこれからも引き継いでいっていただきたいと思います」と話していました。
歴史学が専門 山内昌之名誉教授「十分に理解できる」
ＮＨＫ8月8日 18時50分
東京大学名誉教授で歴史学が専門の山内昌之さん（６８）は「天皇の世代交代を生前にできるかどうかの可能性について、国民に広く考えてほしいというメッセージだと思います。陛下自身の老いの問題と私たちが直面する高齢化の問題を重ねながら、真摯（しんし）に国民に問いかけられた点に感動を覚えました」と話しました。そのうえで、「陛下も人間であるという、当たり前のことを考えると、お気持ちについて、私は十分に理解できるし、大多数の国民にも理解してもらえると思う」と述べました。
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皇室制度が専門 八木秀次教授「大幅な変更必要」
ＮＨＫ8月8日 18時49分
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皇室制度や憲法が専門の麗澤大学の八木秀次教授は「かなり具体的な内容に触れられたという印象だ。ビデオメッセージの前半は高齢のため、天皇としての務めを果たすことが難しくなるという内容だが、後半は現在の制度にもかなり触れられていて異なる印象を受けた」と述べました。そのうえで、「仮に退位されるとなると天皇制の仕組みの大幅な変更が必要になってくる。天皇の外国訪問や病気をされた際の皇太子の国事行為の臨時代行を法律の要件や運用を緩和して、より進めていくことで退位されなくてもご負担を減らせるのではないかと思う」と述べました。
憲法学者 木村教授「天皇に重い負担 国民は自覚を」
ＮＨＫ8月8日 17時52分
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憲法学者で首都大学東京の木村草太教授（３６）は「憲法で定められた象徴としての務めを果たせなくなってきていると個人としてご発言されたことが印象的で、現在の制度に踏み込み今後あるべき方向性を示されていると感じた」と述べました。
そのうえで「天皇には歴史やメディアを通して伝わるきらびやかなイメージを持っている人も多いと思うが、実際には非常に重い負担を強いてしまっていたということを国民は自覚し、天皇制の新たな在り方について根本から見直すきっかけにするべきだ」と指摘しました。
憲法学 横田名誉教授「高度に政治的な問題」
ＮＨＫ8月8日 17時19分
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天皇陛下のお気持ちの表明について、憲法学が専門の九州大学の横田耕一名誉教授は「天皇が『生前退位』をするかどうかは高度に政治的な問題で、いわば天皇の発意で物事が動くという形は望ましくない。国民の側にも、主権者である国民の意思で置いている天皇ではなく、上に頂いているという意識がある。憲法が考えていた象徴天皇の姿というのはそういうものではなかったはずで、天皇の問題を主権者であるわれわれはどう考えるか、この機会にきちんと考える必要がある」と話しています。
日本近現代史が専門 古川隆久教授「慎重に議論を」
ＮＨＫ8月8日 16時59分
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天皇陛下のお気持ちの表明について、日本近現代史が専門の日本大学の古川隆久教授は「象徴の務めを果たせる者が天皇になるとしたら、即位の際に誰が最もふさわしい能力を持っているかという判断基準から論争となる可能性がある。歴史を振り返っても皇位継承が政治利用された例はあり、生前退位という制度は全く隙がない安全な今の制度と比べると、リスクが生まれるおそれがある」と述べました。
そのうえで、「陛下が、これまでのような公務を続けることは高齢で難しいと自覚されていることは事実で、まずは公務を減らしたり、ほかの皇族が代わったりするなど、生前退位以外の形で問題が解決できないかを検討すべきだ。そのうえで、もし生前退位の制度を導入するのであれば、政治利用の材料にならないようにしないといけない。いずれにしても、焦ったり急いだりせず、開かれた形で慎重に議論することが重要だ」と指摘しました。
英女王は「生涯現役」意向＝天皇の退位意向で専門家
　【ロンドン時事】天皇陛下が生前退位をめぐるお気持ちを表明したことに関連し、英専門家の間では、王位についての考え方の相違もあり、今年９０歳と英史上最高齢の君主であるエリザベス女王が、生涯をその地位のまま全うする決意に影響はないとの見方が多い。
　元英王室報道官のディッキー・アービター氏は、女王が過去に何度か「生涯を国民にささげる」旨の発言をしていることを挙げ、「生前退位はない」と強調した。王室評論家のレイフ・ヘイダルマンクー氏も「女王の世代の考え方として、即位は多分に国民との契約を結ぶ宗教的秘跡」であり、自発的退位はあり得ないとみる。
　ただ、チャールズ皇太子も既に６７歳。今後即位する国王に高齢者が続けば、エリザベス女王が２５歳の若さで即位した時のような「スター性」はなくなる。ヘイダルマンクー氏は「王室の安泰を望むなら、国王には国民を魅了するスター性が必要だ」と述べ、そうした面から英国でも将来、早期退位の可能性が浮上するかもしれないと予想した。（時事通信2016/08/08-18:41）
王室ゆかり深い日本に関心＝生前退位、国民受け入れ－欧州
　【ブリュッセル、パリ時事】天皇陛下のお気持ち発表について、君主の生前退位が国民に広く受け入れられている欧州各国では、それぞれの王室とゆかりが深い日本でも実現するかどうかに関心が集まっている。
　オランダとベルギーでは２０１３年に、前女王と前国王が相次ぎ存命中に退位しており、君主が自身の意思で退位することに拒否反応はない。オランダの場合、ベアトリックス前女王まで３代続けて存命中に退位している。
　ベルギー紙ルソワール（電子版）は、お気持ち発表に先立つ７日、日本では法制度上の制約があるものの、最近の世論調査で生前退位に対する理解が広がっていると報道。「天皇の人気は高く、（安倍晋三首相が）一般市民の意見にあらがうのは極めて困難だ」と伝えた。
　１４年６月に存命の前国王からフェリペ６世が王位を受け継いだスペインでは、主要紙ムンド（電子版）が「誰もが願う老後の引退のために、皇室の伝統を改革しようとしている」と評し、８０歳を超えても公務を続けなければならない天皇の境遇に同情した。（時事通信2016/08/08-18:32）
米政府、議論見守る＝メディア「安倍首相の頭痛の種に」－生前退位
　【ワシントン時事】生前退位をめぐる天皇陛下のお気持ち表明について、米政府は論評を控えている。日本の問題だという立場から、お気持ちを踏まえた日本国内の議論を静かに見守る構えだ。
　国務省当局者は取材に対し「残念ながら、米政府としてのコメントはない」と語った。
　対日政策に詳しいカーネギー国際平和財団のジェームズ・ショフ上級研究員は「（米国では）長く実り多い在位期間を過ごしてきた高齢の君主が退位するのは、合理的な一歩だと考えられている」と説明。「欧州でも多くの例がある」と指摘する。
　ワシントン・ポスト紙は、７日付の国際面で「日本を統べる職の後に、人生はあるか」との見出しで大きく報道。「法（皇室典範）改正の議論は、憲法改正の努力にブレーキをかける可能性がある」とする日本の識者の見方を紹介しながら、「天皇の意図は安倍晋三首相にとって頭痛の種になりそうだ」と伝えている。（時事通信2016/08/08-16:44）
海外メディアも速報＝陛下のお気持ち表明


皇居の二重橋前に集まった報道陣＝８日午後３時すぎ、東京都千代田区
　天皇陛下が８日、生前退位をめぐる自身のお気持ちを表明されたことについて、ＡＦＰ通信やロイター通信が速報で伝えるなど、海外メディアも高い関心を示した。
　ＡＦＰ通信は陛下のお言葉を引用し、「８２歳となり、身体の衰えで務めを果たすことが難しくなったことを憂慮した」と報道。ロイター通信もお言葉を詳細に伝えた上で「安倍晋三首相を支える保守派は、生前退位に反対している」とも報じた。
　英ＢＢＣ放送（電子版）は表明に先立ち、「陛下を一言で表すなら」と問う日本での街頭インタビューを実施。「心」「国の顔」などと答える国民の姿を通じて、陛下が広く支持されている様子を紹介した。
　中国共産党機関紙・人民日報はスマートフォンアプリで、陛下のお気持ち表明の映像を伝えた。韓国の中央日報（電子版）は「早期退位を希望」と伝え、メッセージの動画や韓国語訳の全文を掲載した。（時事通信2016/08/08-19:04）
「早期退位希望」と速報＝「特別法検討」「実現に時間」－韓国メディア
　【ソウル時事】韓国メディアは８日、天皇陛下のビデオメッセージ公表を受け、「早期退位を希望」（中央日報電子版）「退位の意思表明」（聯合ニュース）と速報し、強い関心を示した。今後の見通しについては「特別法検討」「退位実現には少なくとも６カ月」などと報じている。
　中央日報のサイトは、速報と共にメッセージの動画、韓国語訳の全文を掲載するなど、日本メディア並みの扱いだった。同紙は「日本政府は、皇室典範を改正して早期退位を制度化する場合、条件や手続きを明確に規定するのは容易ではないとみている」と指摘。「特別法を制定し、明仁日王（天皇）に限り、退位を可能にすることが現実的対案として浮上している」と伝えた。
　ソウル新聞は「退位には皇室典範改正や特別法制定が必要で、実現には少なくとも６カ月から１年はかかる」と見通しを報じた。
　朝鮮日報は、陛下が昨年の全国戦没者追悼式で、第２次大戦について「深い反省」を初めて表明したことを紹介。文化日報は「平和を強調してきた明仁日王は、安倍政権の改憲論議を阻止または遅らせるため、生前退位問題を提起したのではないかという分析もある」と、うがった見方を伝えた。（時事通信2016/08/08-18:03）
海外メディア、陛下のメッセージを速報　「異例の演説」
朝日新聞デジタル2016年8月8日23時37分

東京都新宿区で８日、大画面に映し出された天皇陛下のビデオメッセージに見入る人々＝ＡＰ




　海外メディアは８日、天皇陛下のビデオメッセージ公表を相次いで速報した。女性・女系天皇容認をめぐる論争が再び高まる可能性や、安倍晋三首相が掲げる憲法改正との関わりへの指摘が目立った。
　米ＣＮＮは「日本の天皇が異例の演説」との見出しで速報。スペインのエルムンド紙や仏ルモンド紙は、第２次大戦終戦時の昭和天皇の「玉音放送」や、東日本大震災直後のメッセージなどを引き合いに、極めて異例なものだと強調した。
　またイタリアのコリエレ・デラ・セラ紙（電子版）は、天皇陛下が最後の「現人神」だった昭和天皇の子息で、国民へのメッセージは極めて異例だと紹介。「力の衰え」を理由に、２０１３年に約６００年ぶりに生前退位した前ローマ法王ベネディクト１６世を思い起こさせると伝えた。
　英ＢＢＣは「天皇を一言で表すなら」と尋ねる日本での街頭インタビューをサイトに掲載。「心」「国の顔」などの回答を伝え、「天皇は日本国民に幅広く人気がある」と伝えた。
　ニューヨーク・タイムズ（電子版）は、皇室典範改正などで退位が実現すれば「皇室にとって戦後の大きな転換となる」とし、「女性への皇位継承容認をめぐる論争が再燃する可能性がある」と指摘。１０年前の皇室典範改正論議の際に安倍首相を含む自民党保守派が強く反対したとも伝えた。
　英フィナンシャル・タイムズ紙（電子版）も、「時代遅れ」と批判のある１９４７年制定の皇室典範の改正につながり、女性や女系皇族の皇位継承の議論が再燃する可能性がある、と指摘した。
　ベルギーのルソワール紙（電子版）は、「天皇の生前退位を巡って、安倍首相がジレンマに直面する」との解説を掲載した。生前退位を認める方向に動けば保守層の支持を失いかねず、そうでなければ人気が高い今の天皇の意向に反するとして国民の支持を失うと分析。ただ、生前退位を今の陛下だけに認める特別法を制定すれば、保守層の反発を招く女性天皇の議論を回避しながらジレンマを解消し、政権の課題である憲法改正に取り組めるとも指摘した。
　中国でも、国営メディアが速報した。国営新華社通信は、天皇陛下の歩みを伝える中で、戦後７０年の節目となる１５年の元日に「満州事変に始まるこの戦争の歴史」を学ぶ大切さを述べたことなどを紹介。「日本国のシンボルとして、誇りに感じる源泉となっている」と強調した。
　中国外務省は朝日新聞の取材に対し、「日本の内政であり、コメントはしない」と述べた。ただ中国政府は、安倍政権の歴史認識や、憲法改正の動きを強く警戒。生前退位の意向が今後の憲法改正論議にどう影響するのか注視している。
　韓国では、朝鮮日報が、メッセージの発表から約２時間後に韓国語訳の全文をサイトに掲載。関心の高さをうかがわせた。
　文化日報（電子版）は「平和を強調してきた日王（韓国での天皇の呼称）が、安倍政権の改憲議論を阻止、遅延させるために生前退位問題を作り出したのではないかという分析も出ている」と伝えた。また東亜日報（電子版）は、皇室典範改正の議論が本格化すれば「安倍首相が戦争可能な普通の国を狙う改憲議論を思い通りに進めるのが難しくなる」と伝えた。
　台湾でも、中央通信が速報した。同通信は「生前退位への賛成が約７割に上っている」などとした日本の世論調査の結果も伝えた。
